
2A1 基礎開発・応用開発における 

ネットワーク・アプローチ 

0 平田滋 昭 ( 東芝 AVE) 

ェ ・ はじめに 

Ⅰ 9 8 0 年代のニューメディアの 技術開発は、 いま、 展開 [, つつあ るマルチメ 

ディアの技術開発のプレリュー ドに相当するのではないかと 思、 う 。 マルチメディ 

ア技術の基盤となる 多くのシステムや 製品が登場した。 今井教授らの 産業や社会 
を ネッ トワークという 切り口で把握する 考え方 (" 。 2) など、   新しいソフ トウェア 

も期を一にして 多く登場している。 

筆者は、 このニューメディアの 技術開発の一翼を 担う機会に恵まれた。 いま振 

り返ってみると、 筆者が従事した 基礎開発・応用開発は、 開発のアプローチ とし 

て ネッ トワークの考え 方を無意識に 使ったシンプルな 先行列であ ったと 思、 う 。 

この開発の進め 方を事例として 紹介するとともに、 これに基づいて、 基礎開発 

・応用開発にお け       ッ トワー - ク ・アプローチのモデル 化について考察したい。 

2. 東芝におけるニューメディア 技術開発の進め 方 ( 事例紹介 ) 

筆者は、 東芝の A V 技術研究所 ( 後の家電技術研究所 ) にて、 下記のニュー メ 

ディア関連の 基礎開発・応用開発に 従事した。 ( 1980 年～ 1989 年 ) 

今 テレビジョン 衛星放送システムと 衛星放送受信機 
念 衛星有料放送システムと B S デコーダ 
金 ハイビジ コ ン放送受信機 ( ただしスクランプル 機能のみ ) 

今 スペース・ケープルネッ トの受信システム 関連 など   

これらの開発のうち、 「衛星放送受信機」 の開発の進め 方の事例を紹介する。 

( ェ ) 開発の概要と 課題 

t 9 8 4 年に、 放送衛星 B S 一 2 により世界で 初めての N T S C 方式テレビ   

、 ジョン実用衛星放送が 開始される予定になっていた。 また、 この放送で世界に 先 

駆けてテレビジョン 音声がデジタル 化されることにもなっていた。 

世界初の実用衛星放送の 衛星システムは、 宇宙開発事業団の 委託を受け、 東芝 

の 宇宙開発事業部門で 開発され、 地上局設備も 通信・放送システム 事業部 ( 当時 ) 

で開発されていた。 しかし、 一方、 衛星放送システムの 実用化と普及は、 高性能 

で 量産性のあ る受信機の開発にかかっているといっても 過言ではなかった。 

このため、 衛星放送システムの 中心であ る衛星放送受信機の 開発プロジェク ト 

を 社内でスター トさせることになった。 

開発目標 ( 性能と機能など ) [3) t4) は省略するが、 要するに、 放送用・通信用 
の 機器でも最先端の 技術レベルで、 コンシューマー 用として 普 茂させる衛星放送 
、 ンステムのサブシステム 一衛星放送受信機 -- を 開発することであ った。 

この衛星放送受信機の 開発は、 表土のように 多くの課題を 含んでいた。 課題の 
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( 4 ) 開発のアプロ - チ 

① 会 社横断的開発プロジェク ト ( 情報と目的の 共有化・ネッ トワーク化 ) の 構 

築と、 各専門分野をバックボーン とした技術者の 参画。 

②重要技術課題に 対す る テクノロジー・ トランスファ 一などの情報の 交換。 

③各事業部・ 研究所の分担または 協同によるそれぞれの 開発の実施・ 遂行。 

プロジェク トによるその 統合化。 

④情報の交換を 通じて開発しているシステム ( 衛星放送受信機 ) の最適化・ 適 

合札 を コントロール。 

⑤プロジェク トから覚部標準化機関に 参画し、 開発しているシステムの 目標 仕 

様の修正 ( 標準化対応 ) を行 う 。 

各事業部   研究所の開発技術者は、 プロジェク トに研究会・ 開発会議の スタ 

イル で参画。 これが目的と 情報の共有化の 手段になっている。 

プロジェク トに参画していることは、 それぞれ所属のラインが 承認しており 

開発資源は自分持ちおよび 全社的テーマの 特別開発費であ る。 開発が完了すれ 
ば 開発技術者の 所属のそれぞれの 事業部で事業化する。 

( 4 ) 経過 

① N H K の委託を受け 音声デジタル 化放送規格検討用実験装置 ( 送 、 受 ) を 開 

発し納入。 衛星放送受信システムのコンセプトと 放送規格の把握に 役立った。 

②米国でも 1 9 8 5 年頃 から D B S ( D i re c t Broadcas t @g Sa t e @ l i t e) 開始 

の 動きがあ り、 市場開拓と要求システム 仕様の把握に 努めた。 

③Ⅰ 9 8 2 年 ] 2 月にプロ トタイプの衛星放送受信機の 開発を完了し、 折しも 

開催の東芝総合技術展に 衛星や送信設備とともにシステム 総 合 展示。 

④標準化機関 ( 電波技術審議会 ( 当時 ) 、 電波技術協会、 電子機械工業会など ) 

における規格の 標準化に参画。 受信機規格についてはリーダ ーシップをとる。 

⑤各事業部による 事業化開発がスタート ( 放送・試験信号装置、 受信機、 半導 

体などそれぞれの 事業部中心に 事業化開発 ) 

⑥事業への移行 ( 製品の発売 ) : 国内向受信機の 商品発表 ( ] 9 8 3 年 1 2 月 ) 

3. ネッ トワーク ・ アプロ - チを加えた開発アプローチのモデル 
( t ) 基礎開発・応用開発のアプローチ・モデル 
従来の研究開発のアプローチは、 システムズ・アプローチが 基本になっている。 

、 ンステム・ アプロー - チ とは、 システムズ・エンジニ アリング。 " の 概念に基づき、 

研究開発をシステムとして 扱い、 研究開発の達成目標にシステム 的にアプローチ 

していくこと ，であ る。 伝統的なシステムズ・アプローチの 基本 (71 は 、 ①目標の明 

確 化、 ②目標達成のための 創造的代替案の 発見、 ③代替案の体系的評価、 ④選択 

というリニアなプロセスであ る。 しかし、 K@ @e が提唱しているイノベーション・ 
プロセス (6) (8) の方が、 より現実に近いアプローチであ ると思われる。 Kl i ne は 、 

イノベーションにもっとも 寄与するエンジニアリンバの 領域のなかで、 ①市場 洞 

察、 ②発明または 解析設計、 ③詳細設計とテスト、 ④生産と再設計、 ⑤流通と販 
売というプロセスをのべている。 
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解決手段は 、 主として 

先端的な技術のテクノ 

表 1  衛星放送受信機の 開発における 主な課題と解決手段 

区分     開 快 手 段 

速 出傭                                                                     当時開発 
ロジー ・ トランスファ 

ーによるが、 これまで 

の技術レベルを 超える 

解析設計 ( Ana ly t i c 

De s @m) ( Ⅱの手法が 

P C M 実検装置の開発 途上の C D の別名 ) の T. T. 

受信仰 マイクロ波 抵 雑音コン G a A s P E T または G a A s モノ リ シッ 

ク     I   C のなどマイクロ 波デバイスの 開発 
バータの開発 マイクロ波回路 サ 珪化通信・放送 俺器の ハイプリッドマイクロ 波   
設計技術     ( M I C ) の T       

Q P S K 技術と I C 化 通信・放送機器の 伝送技術の T    T. およ 

開発 び I C 化容易な回路の T. T. 
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 このように関連する 技術分野が広 い 新製品であ るため、 A V ( れ di0 8 Visua @ 

関係の単独事業部で 開発できるものではなく、 送出 側 ( 放送設備、 試験信号発生 
装置 ) 、 受信仰 ( アンテナ、 コンバータ、 チュー - ナ ) 、 キーコンポ - ネント ( L 

S I, マイクロ波デバイスなど ) などの関係事業部および 総合研究所などを 含め 

た 総合的なアプローチ、 すなわち壁土的な 協力が必要であ った。 また、 単に協力 

だけではなく、 各事業部の担当分野の 製品としてそれぞれ 事業化するために、 統   

    した先行 旦溌 として実施する 必要もあ った。 さらに、 新しいメディに 対する 互 

換 性を確保し、 普及を促進するために、 規格の標準化が 必須の条件であ り、 統合 

した開発をバックに -- 本化して 立格 標準化活 働に 参画する必要があ った。 

( 3 ) 開発組織 

t g 8 t 年 4 月に 、 P C M 音声遠田装置を 含む衛星放送受信機開発プロジェ 
ク ト がスター トした。 組織を図Ⅰに 示す。 

A V 事業本部技師長 音声デジタル 化技術基準検討用実検装置 

および各事業部技師長 の開発 W G   A Ⅴ         

によるサポー   0@ D@ U ( On @         Dii t     BS コン @¥   一夕 ) 開発 W G 

    AV   Ⅱ D   

プロ，・ジェク ト ， リ ーダ一 一   D U                 UQi l     Ⅰ Sf ユーナ ) 開発 W G 

  AY     TV   

アンテナ開発 W G   TV   RD   Ⅱ L   

デジタル音声信号処理 I C 開発 W G 

( AY . TY . @ C) 

( 注 ) W G :  W o r k i n g  G r o u p 

松台研究所 :  基礎研究   応用研究を受け 持っ会社レベルの 研究所 

A V 技術研究所 :  A V 事業本部の ヮ nlIl lrlb. ( 製品開発研究所 ) 

技師長 :  事業本部または 事業部の経営における 技術最高貴仕者 

[ 村政技術者の 記号 ] RD : 総合研究所研究者 
AV : A V 技術研究所技術者 ML : 生産技術研究所研究者 
Ⅱ D     マイクロ波 T' ,     ィス 技術者 CB : 通信・放送システム 技術者 

Tv : テレビ事業部技術者 l C : 集穏 回路技術者 
( 組恩 各等はすべて 当時のもの ) 

図工 開発 組窩 

一 32 一 



最近では、 固定組織内で 完結できる研究開発は 非常に限定されてきている。 現 

在でも基礎研究は、 固定組織内で 大部分が遂行できる。 しかし、 開発においては、 

新製品または 新システムが 複合技術や技術の 肚 合 により開発されること 多 い ので、 

関連する技術分野が 広くなり、 多くの部門あ るいは技術者の 協力が必要になる。 

多くの部門あ るいは技術者の 力 を統合して開発を 行うには、 プロジェク ト組織 

が適している。 「基礎開発・ 応用開発」 の段階では、 ①事業化開発 ( または製品 

開発 ) の前の段階であ り収益の仕組みに 直結していない、 ②情報が K F S ( Key 

Fac t 0 r f 0 r Su c ce s8 ) であ る、 ので ヒェ ラルキ - 型の組織ではなく、 機能型 

プロジェク トの一種であ ると考えられるネッ トワーク型の 組織が適している。 

以上述べたような 理由で、 基礎開発・応用開発は、 ネッ トワーク ・アプローチ 

を 加えたシステムズ・アプロ - チで進めるのが 適当であ る。 

研究開発マネジメントの 理論的な研究のために、 ネッ トワーク ・アプローチを 

加えた開発アプローチのモデル 化を試みたい。 図 2 に 「ネッ トワーク・アプロー 

チを 加えた開発アプローチ・モデル」 の案を示す。 
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(a 田 l : Ⅲ 旺 肝 @  輯 、 几 D. : 川札 YTlC 氏 引 ㈱ 持輯 、 O.D. : ⅠⅡⅠ D  援引㎝ 穏輯 、 T. 上 ST テスト 

図 2  ネットワーク・アプローチを 加えた 弗発 アプローチ・モチ ル 

口 補足 : 「研究り との関係は K l i n e のモデル ("' による。 

( 2 ) ネッ トワークと開発コア 

上記における ネ、 ッ トワークの関節点 ( art @ cul at ion  poi n い t Ⅱは、 「開発 コ 

ア 」 と呼びたい。 開発コアは、 開発組織的にいえば「プロジェクト・ リーダー」 

であ るが、 ヒエラルキ一における 指揮・命令の 中心ではなく、 開発推進会議、 W 

G 会合、 プロジェクト・オフィス ( いわゆる事務局 ) 、 開発管理などの 情報と 制 

御の中心をなす 関節点であ る。 
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ネッ トワークの周辺点 @) は 、 基礎研究により 得られた研究知識、 過去の開発に 
より得られた 技術知識、 マーケティ ング活動およびその 情報、 構成要素 ( あ るい 

は サブシステム ) の開発活動および 情報 などであ る。 

周辺点と関節点との 情報のやり取りを 通じて全体システムの 最適化、 適合化 

を 行 う 。 

なお、 い わゆる開発管理 (3) ( ①開発企画、 ②開発目標の 設定、 ③予算管理、 

④プロジェク ト進行管理、 ⑤開発の評価、 ⑥技術報告書管理、 の知的財産権 の管 

理など ) はこの開発コア ( プロジェク トリーダ一 ) が行う。 

開発する対象が 外部性 exte rna l @ @ y [, 。 ) を 持っている場合は 、 標準化活動が 重要 

になる。 開発ネッ トワークの一環として 扱うべきであ る。 

( 3 ) プロジェク ト 

ネッ トワーク全体は 、 「プロジェク ト」 に相当するが、 D Ⅰ．八 - ランド / W, R. れク ・ 

@10) が．いういわゆる 典型的なプロジェクトではない。 クリ ーンランド / キングの 

いうプロジェク トの組織は、 「 純 プロジェク ト型」 ( あ らゆる権 限と責任が り一 

ダ 一に集中、 メンバー 一 の 出向、 任命などを伴 う ) や 図 3 に示す 「マトリクス 型」 

や 「スタッフ」 型が一般的であ る。 プロジェク トリーダーは 高い技術能力と 強い 

権 限と責任を持ちライン 組織を横断的にマネジメントすることが 求められる。 

一方、 ここで云うプロジ ェク ト のリーダーは、 参画する組織や 技術者の コ一 

ディネータであ り、 情報と目的の 共有化と、 システムの最適化・ 適合化のための 
情報伝達技能と 制御・調整技能を 持ったリーダ 一であ る。 

社長 長 社 

- 一 構限 と文 任     
部長 部兵 部長 部長 部長 部長 

  
課長 

    
    -  課長・ -                     

( a ) マトリクス 型 ( b Ⅰ スタッフ 型 

図 3  プロジェクトの 租窩 

このプロジェク ト ・ リーダー 

には、 収益に関する 権 限と責任は 

委譲されていない。               情報 
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目標を効果的に 達成しょうとする 
プロジェク トは、 仮想企業ならぬ 

  
図 4 バーチャル・プロジェクト 

「バーチャル・プロジェク ト」 と 

呼ぶのがふさわしい ( 図 4 参照 ) 。 

開発、 特に基礎開発，応用開発においては、 目的と情報の 共有化を図った ネッ 
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トワークで、 システムの最適化または 適合性を追求するアプローチが 多くなって 

きている。 ニューメディア 技術開発時代のメディアの 開発あ たりから、 従来の技 術 開発のシステムズ・アプローチにネッ トワ ク ・アプローチの 考え方が加える 
れるよ う になったと用、 われる。 

( 4 ) ネ、 ッ トワーク ・アプローチの 特徴 

①ヒエラルキ 一によらないフラッ トな開発組織であ り、 開発の効率が 高い。 

②柔軟性とダイナミズムがあ る。 

③自己組織化の 機能があ り、 自己増殖していく。 ボ - ダレスであ る。 

4. 開発の ネ、 ッ トワ       ・アプローチの 展開 く ⅠⅠ ネ、 @ ワ -- ク ・アプローチの 電子化 

このアプローチを 支援するツールとして、 いま発展途上にあ る電子 M A I L, 

テレビ会議システム、 パソコン通信、 インターネッ トなどの情報通信手段および 

グループウェアなどのソフトウェアが 有効であ る。 既にこのような 電子化ツ ール 

を 用いて開発を 進めている大学・ 機関・企業が 多い。 

( 2 ) 技術開発を超えた 分野への展開 このネッ トワーク ・アプローチの 考え " 方は、 企業間の提携 " a l l j a n S Ⅰ 

共同開発やフォーラム、 協議会などの 標準化活動にも 適用できる。 

5.  結び 

ニューメディアにおけるインフラス トラクチュア 開発の考え方 「ネッ トワーク 

・アプローチ」 は、 マルチメディアの 技術開発においても、 不可欠な考え 方とし 

て 受け継がれ、 充実・発展の 方向にあ ると思われる。 ネッ トワー ク ・アプローチ 

の 体系化が進み   マルチメディアの 技術開発に活用されるこ ， とを期待したい。 
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